
検
討
の
背
景

　

バ
ー
ゼ
ル
委
は
、
先
般
の
国
際
的

な
金
融
危
機
の
経
験
を
ふ
ま
え
、
リ

ス
ク
ア
セ
ッ
ト
（
自
己
資
本
比
率
の

分
母
）
計
測
手
法
の
見
直
し
を
検
討

し
て
き
て
い
る
。
簡
易
な
ア
プ
ロ
ー

チ
で
あ
る
標
準
的
手
法
に
つ
い
て
は
、

リ
ス
ク
計
測
の
適
切
性
向
上
や
比
較

可
能
性
の
確
保
等
の
観
点
か
ら
検
討

さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
に
信
用
リ

ス
ク
の
ほ
か
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
、

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
ス
ク
、
カ
ウ

ン
タ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
信
用
リ
ス
ク
に

係
る
計
測
手
法
の
市
中
協
議
文
書
や

規
則
文
書
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
標
準
的
手
法
の
見
直
し

は
、
直
接
的
に
は
同
手
法
を
採
用
し

て
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
を
計
測
す
る
銀

行
に
関
係
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
バ

ー
ゼ
ル
委
は
、
内
部
モ
デ
ル
手
法
を

採
用
す
る
銀
行
の
所
要
自
己
資
本
額

の
最
低
水
準
（
資
本
フ
ロ
ア
）
と
し

て
、
標
準
的
手
法
に
よ
っ
て
算
出
さ

れ
る
所
要
自
己
資
本
額
を
参
照
す
る

こ
と
を
検
討
し
て
お
り
、
こ
の
点
に

お
い
て
内
部
モ
デ
ル
手
法
を
採
用
す

る
銀
行
に
も
、
間
接
的
に
影
響
が
及

ぶ
こ
と
に
な
る
。

第
一
次
市
中
協
議
文
書

か
ら
の
お
も
な
変
更
点

　

14
年
12
月
に
公
表
さ
れ
た
第
一
次

市
中
協
議
文
書
（
第
一
次
案
）
に
は
、

市
中
か
ら
計
１
８
０
通
も
の
意
見
書

２
０
１
５
年
12
月
10
日
、
バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
（
バ
ー
ゼ
ル
委
）
は
「
信
用
リ
ス
ク
に
係
る
標
準
的
手

法
の
見
直
し
」
と
題
す
る
第
二
次
市
中
協
議
文
書
を
公
表
し
た
（
コ
メ
ン
ト
提
出
期
限
は
16
年
３
月
11
日
）。
同

文
書
は
、
自
己
資
本
比
率
規
制
に
お
け
る
信
用
リ
ス
ク
の
計
測
手
法
の
修
正
案
を
提
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
14

年
12
月
に
公
表
さ
れ
た
市
中
協
議
文
書
の
改
訂
版
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
同
文
書
に
示
さ
れ
た
提
案
の
背
景
と

要
点
を
解
説
し
た
い
。
な
お
、
本
稿
に
お
け
る
意
見
は
す
べ
て
執
筆
者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ
る
。
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（
コ
メ
ン
ト
レ
タ
ー
）
が
寄
せ
ら
れ

た
。
ま
た
、
15
年
前
半
に
は
、
各
国

の
銀
行
か
ら
提
供
さ
れ
た
デ
ー
タ
に

基
づ
く
影
響
度
分
析
が
行
わ
れ
て
い

る
。
バ
ー
ゼ
ル
委
は
、
こ
う
し
た
意

見
や
分
析
を
ふ
ま
え
、
規
制
の
デ
ザ

イ
ン
お
よ
び
資
本
賦
課
水
準
の
両
面

で
当
初
の
案
を
大
き
く
修
正
し
て
い

る
。

⑴
外
部
格
付
の
利
用

　

第
一
次
案
で
は
、
銀
行
向
け
債

権
・
事
業
法
人
向
け
債
権
に
つ
い
て
、

現
行
の
よ
う
に
外
部
格
付
を
参
照
し

て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
（
Ｒ
Ｗ
）
を
定

め
る
の
で
は
な
く
、
い
く
つ
か
の
代

替
的
リ
ス
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
を
参
照
し

て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
決
め
る
ア
プ

ロ
ー
チ
が
提
案
さ
れ
て
い
た
。
た
と

え
ば
、
事
業
法
人
向
け
債
権
で
あ
れ

ば
、
貸
出
先
の
売
上
高
が
大
き
く
、

レ
バ
レ
ッ
ジ
が
小
さ
い
ほ
ど
、
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
を
小
さ
く
す
る
と
い
う

枠
組
み
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
規
制
に

お
け
る
外
部
格
付
の
参
照
を
低
減
さ

せ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
う
国
際

的
な
議
論
の
潮
流
（
注
１
）
を
ふ
ま
え

〔図表１〕 現行と市中協議案の比較（全体像）

現　行 第一次市中協議案
（2014 年 12 月）

第二次市中協議案
（2015 年 12 月）

ソブリン
中央銀行向け債権
公共部門向け債権

格付を参照
RW＝ 0～ 150％
（自国通貨建ては
0％を適用可）

（市中協議の対象外） （市中協議の対象外）

銀行向け債権
①国債のRW、または
②貸出先の格付を参照
RW＝ 20 ～ 150％

自己資本比率と
不良資産比率を参照
RW＝ 30 ～ 300％

貸出先の格付を参照
RW＝ 20 ～ 150％

事業法人向け債権
貸出先の格付を参照
RW＝ 20 ～ 150％

（無格付の場合、100％）

売上高とレバレッジを参照
RW＝ 60 ～ 300％

貸出先の格付を参照
RW＝20～ 150％

（無格付の場合、中堅企業は
85％、それ以外は100％）

劣後債 ・ RW＝100％（銀行向け）
・格付を参照（事業法人向け） RW＝ 250％ RW＝ 150％

株　式 RW＝ 100％ ・上場株：RW＝ 300％
・非上場株：RW＝ 400％ RW＝ 250％

リテール
（中小企業、個人向け） RW＝ 75％ RW＝ 75％ RW＝ 75％

不動産担保債権
（居住用不動産）

・ RW＝ 35％
（LTV100％以下）

・ RW＝ 75％
（LTV100％超）

LTVと借手の支払能力を
参照

RW＝ 25 ～ 100％

LTVを参照
RW＝ 25 ～ 75％（注）

不動産担保債権
（商業用不動産） RW＝ 100％

①債務者のRW
（60 ～ 300％）

② LTVを参照
（75 ～ 120％）

債務者のRW（ただし、
LTV60％以下の場合は
60％が上限）　（注）

コミットメント

・無条件で取消可能
　掛け目＝ 0％
・その他
　掛け目＝ 20％、50％

・無条件で取消可能
　掛け目＝ 10％
・その他
　掛け目＝ 75％

・  無条件で取消可能
（リテールのみ）
　掛け目＝［10 ～ 20］％
・その他
　掛け目＝［50 ～ 75］％

（注）　不動産担保債権について、返済資金が賃貸・販売収入に依存している場合、より保守的なRW（リスクウェイト）を適用。
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た
提
案
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
市

中
か
ら
は
、「
少
数
の
リ
ス
ク
ド
ラ

イ
バ
ー
で
は
、
資
産
の
リ
ス
ク
を
適

切
に
資
本
賦
課
に
反
映
す
る
こ
と
は

困
難
だ
が
、
リ
ス
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の

数
を
増
や
せ
ば
実
務
負
荷
が
重
く
な

る
」
と
し
て
、
外
部
格
付
の
利
用
を

再
考
す
る
よ
う
求
め
る
意
見
が
多
く

寄
せ
ら
れ
た
。

　

第
二
次
市
中
協
議
（
第
二
次
案
）

で
は
、
こ
う
し
た
意
見
も
ふ
ま
え
、

「
機
械
的
で
は
な
い
方
法
に
よ
り
」

外
部
格
付
を
参
照
す
る
こ
と
が
提
案

さ
れ
て
い
る
。
詳
細
は
後
述
す
る
が
、

外
部
格
付
を
参
照
し
た
リ
ス
ク
ウ
ェ

イ
ト
を
ベ
ー
ス
と
し
つ
つ
、
貸
出
先

に
対
す
る
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
の

結
果
を
ふ
ま
え
て
、
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ

ト
を
保
守
的
に
調
整
す
る
こ
と
を
求

め
る
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
。
な
お
、

外
部
格
付
を
参
照
し
な
い
代
替
的
ア

プ
ロ
ー
チ
も
あ
わ
せ
て
提
示
さ
れ
て

い
る
が
、
こ
れ
は
、
無
格
付
の
債
権

や
外
部
格
付
を
国
内
規
制
上
利
用
で

き
な
い
地
域
（
注
２
）
の
銀
行
に
お
け

る
取
扱
い
と
し
て
提
案
さ
れ
て
い
る

も
の
で
あ
る
。

⑵
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
水
準
の
修
正

　

第
二
次
案
で
は
、
定
量
的
影
響
度

調
査
（
Ｑ
Ｉ
Ｓ
）
の
結
果
等
を
ふ

ま
え
、
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
の
水
準

は
、
全
体
的
に
第
一
次
市
中
協
議
案

よ
り
も
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
る
（
図

表
１
）。
た
と
え
ば
、
中
堅
企
業
向

け
債
権
（
無
格
付
）
は
、
現
行
で
は

１
０
０
％
、
第
一
次
案
で
は
企
業
の

売
上
高
と
レ
バ
レ
ッ
ジ
の
水
準
に
よ

り
90
〜
３
０
０
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ

ト
を
適
用
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た

が
、
第
二
次
案
で
は
85
％
を
適
用
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
株

式
、
劣
後
債
は
、
現
行
よ
り
は
高
く

な
る
が
、
第
一
次
案
よ
り
は
低
い
リ

ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
提
案
さ
れ
て
い
る

（
株
式
は
３
０
０
〜
４
０
０
％
か
ら

２
５
０
％
、
劣
後
債
は
２
５
０
％
か

ら
１
５
０
％
に
修
正
）。

　

な
お
、
今
回
の
見
直
し
に
お
い
て
、

全
体
の
資
本
賦
課
水
準
の
引
上
げ
は

目
的
と
は
さ
れ
て
い
な
い
。
ま
た
、

提
案
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
リ
ス
ク

ウ
ェ
イ
ト
は
予
備
的
な
も
の
で
あ
り
、

〔図表２〕 銀行向け債権のリスクウェイト
A．有格付債権

貸出先の外部格付 AAA to AA- A+ to A- BBB+ to BBB- BB+ to B- Below B-

長期債権 の RW 20% 50% 50% 100% 150%

短期債権のRW 20% 20% 20% 50% 150%

B．無格付債権

貸出先の
信用リスク評価 Grade A Grade B Grade C

長期債権 の RW 50% 100% 150%

短期債権のRW 20% 50% 150%

（注）1. 　Grade Aは、貸出先が最低規制要件（例：自己資本比率、レバレッジ比率、流動性比率）およびバッファー要件を満
たし、適切な返済能力を有する場合、Grade Bは、貸出先がバッファー要件を満たしていないなど、重要な信用リスク
を抱えている場合、Grade Cは、貸出先が最低規制要件を満たしていなかったり、監査人が不適正意見、継続企業の前
提に重要な疑義を表明しているなど、重要なデフォルトリスクがある場合に該当する。

　　２.　短期債権は、原契約の満期が 3カ月以下の債権。
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今
後
、
市
中
か
ら
の
コ
メ
ン
ト
や
16

年
に
実
施
す
る
Ｑ
Ｉ
Ｓ
の
結
果
等
を

ふ
ま
え
て
見
直
す
と
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
留
意
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

債
権
ご
と
の
提
案
概
要

　

以
下
で
は
、
債
権
カ
テ
ゴ
リ
ー
ご

と
に
概
説
す
る
。
な
お
、
ソ
ブ
リ
ン

・
中
央
銀
行
向
け
債
権
、
中
央
政
府

以
外
の
公
共
部
門
向
け
債
権
は
、
本

市
中
協
議
の
対
象
外
と
さ
れ
て
い
る
。

バ
ー
ゼ
ル
委
で
は
、
こ
れ
ら
の
債
権

の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
注
意
深
く
包

括
的
に
、
時
間
を
か
け
た
検
討
が
別

途
行
わ
れ
て
い
る
。

⑴
銀
行
向
け
債
権

　

現
行
の
バ
ー
ゼ
ル
合
意
で
は
、
二

つ
の
選
択
肢
（
イ
ソ
ブ
リ
ン
の
リ

ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
参
照
す
る
、
ロ

貸
出
先
の
銀
行
の
外
部
格
付
を
参
照

す
る
）
が
用
意
さ
れ
て
お
り
、
い
ず

れ
を
選
択
す
る
か
は
各
国
当
局
の
裁

量
と
な
っ
て
い
る
（
日
本
で
は
イ
が

選
択
さ
れ
、
一
律
20
％
と
な
っ
て
い

る
）。

　

第
二
次
案
で
は
、
一
定
の
条
件
の

も
と
、
貸
出
先
の
銀
行
の
外
部
格
付

を
参
照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
決

定
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
（
図
表

２
）。
一
定
の
条
件
と
は
、
①
デ
ュ

ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
（
貸
出
先
の
信
用

力
評
価
）
を
ふ
ま
え
て
、
保
守
的
に

リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
調
整
す
る
こ
と
、

②
政
府
支
援
を
加
味
し
な
い
外
部
格

付
を
参
照
す
る
こ
と
（
公
的
銀
行
を

除
く
）、
③
短
期
債
権
に
は
優
遇
的

な
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
す
る
こ

と
、
④
無
格
付
債
権
を
貸
出
先
の
返

済
能
力
に
応
じ
て
三
つ
に
区
分
す
る

こ
と
で
あ
る
。

　

①
②
に
つ
い
て
補
足
す
る
と
、
ま

ず
、
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
は
、
貸

出
実
行
時
お
よ
び
そ
の
後
定
期
的
に
、

内
部
格
付
ま
た
は
第
三
者
機
関
の
分

析
等
を
活
用
し
て
、
貸
出
先
の
リ
ス

ク
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
評
価
し
、
外
部

格
付
が
示
唆
す
る
よ
り
も
高
い
リ
ス

ク
特
性
が
判
明
し
た
場
合
に
は
、
少

な
く
と
も
一
段
階
高
い
リ
ス
ク
ウ
ェ

イ
ト
を
適
用
す
る
こ
と
を
求
め
る
も

の
で
あ
る
。
な
お
、
監
督
当
局
に
は
、

銀
行
の
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
が
適

切
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
を
評
価
し
、

実
施
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
監

督
上
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
求
め
る

も
の
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
政
府
支
援
を
加
味
し
な
い

外
部
格
付
の
利
用
だ
が
、
多
く
の
場

合
、
格
付
機
関
は
銀
行
自
体
の
信
用

力
を
評
価
し
た
う
え
で
、
政
府
支
援

の
可
能
性
の
程
度
を
加
味
し
、
最
終

的
な
格
付
と
し
て
公
表
し
て
い
る
。

し
か
し
、
政
府
支
援
の
実
現
は
不
確

実
で
あ
る
し
、
そ
う
し
た
支
援
を
前

提
と
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
る
モ
ラ

ル
ハ
ザ
ー
ド
問
題
に
対
処
す
る
と
い

う
政
策
的
意
図
と
も
整
合
し
な
い
。

こ
の
た
め
、
銀
行
自
体
の
信
用
力
に

基
づ
く
外
部
格
付
を
参
照
し
て
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
を
決
め
る
こ
と
が
提
案

さ
れ
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
一
部
の

格
付
機
関
を
除
き
、
多
く
の
格
付
機

関
は
こ
う
し
た
外
部
格
付
を
公
表
し

て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
バ
ー
ゼ
ル
委

は
、
市
中
協
議
に
お
い
て
提
案
の
実

施
可
能
性
・
適
切
性
を
確
認
し
た
う

え
で
、
最
終
的
に
判
断
す
る
こ
と
と

〔図表３〕 事業法人向け債権のリスクウェイト

貸出先の
外部格付

AAA to 
AA- A+ to A- BBB+ to  

BBB-
BB+ to 
BB-

Below 
BB- 無格付

RW 20% 50% 100% 100% 150%
100％

（中堅企業向
けは 85％）
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し
て
い
る
。

⑵
事
業
法
人
向
け
債
権

　

現
行
、
貸
出
先
の
外
部
格
付
を
参

照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
決
定
さ

れ
て
い
る
が
（
無
格
付
債
権
は
１
０

０
％
）、
本
市
中
協
議
で
も
、
一
定

の
条
件
の
も
と
、
貸
出
先
の
外
部
格

付
を
参
照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を

決
定
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
（
図
表
３
）。
す
な
わ
ち
、
有
格

付
債
権
に
つ
い
て
は
、
銀
行
向
け
債

権
と
同
様
、
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス

の
結
果
を
ふ
ま
え
、
保
守
的
に
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
を
調
整
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。
他
方
、
無
格
付
債
権
に

つ
い
て
は
（
銀
行
向
け
債
権
と
異
な

り
）、
多
様
な
業
種
に
ま
た
が
る
債

権
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
つ
い
て
、
規
制
を

複
雑
化
せ
ず
に
、
銀
行
間
の
比
較
可

能
性
が
担
保
さ
れ
る
よ
う
な
か
た
ち

で
債
権
を
区
分
す
る
こ
と
は
困
難
と

考
え
ら
れ
た
た
め
、
現
行
同
様
、
一

律
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
（
１
０
０

％
）
と
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
。
た
だ
し
、
中
堅
企
業
向
け
債
権

は
、
信
用
リ
ス
ク
削
減
手
法
に
お

い
て
勘
案
さ
れ

て
い
な
い
物
的

担
保
が
あ
る
場

合
が
多
い
こ
と
、

ま
た
、
デ
フ
ォ

ル
ト
相
関
の
低

さ
が
考
慮
さ
れ
、

そ
の
他
の
事
業

法
人
向
け
債
権

（
無
格
付
）
よ

り
も
低
い
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト

（
85
％
）
が
提

案
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
中
堅
企

業
の
定
義
は
、

内
部
格
付
手
法
と
の
平
仄
を
合
わ
せ
、

「
売
上
高
５
０
０
０
万
ユーロ  
未
満
の
企

業
」
と
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
。

⑶
特
定
貸
付
債
権

　

現
行
で
は
事
業
法
人
向
け
債
権
と

し
て
扱
わ
れ
て
い
る
が
、
規
制
の
リ

ス
ク
感
応
度
を
向
上
さ
せ
る
な
ど
の

観
点
か
ら
、
独
立
し
た
債
権
カ
テ
ゴ

リ
ー
と
し
て
整
理
す
る
方
向
で
検
討

さ
れ
て
い
る
。
第
一
次
案
で
は
、
外

部
格
付
の
利
用
を
排
除
す
る
こ
と
が

提
案
さ
れ
た
が
、
第
二
次
案
で
は
、

有
格
付
債
権
（
案
件
格
付
に
限
る
）

は
、
事
業
法
人
向
け
債
権
と
同
様
に

外
部
格
付
を
参
照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ

イ
ト
を
決
め
、
無
格
付
債
権
は
、
図

表
４
の
よ
う
に
債
権
の
性
質
に
応
じ

て
一
律
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用

す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

　

な
お
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
に
つ
い
て
は
、
市
中
か
ら
の

コ
メ
ン
ト
を
ふ
ま
え
、
運
用
段
階
に

至
っ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
リ
ス
ク
ウ

ェ
イ
ト
は
引
き
下
げ
る
こ
と
が
提
案

さ
れ
て
い
る
。「
運
用
段
階
」
の
基

準
と
し
て
、
①
ネ
ッ
ト
・
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
が
正
で
あ
り
、
契
約
上
の

債
務
残
高
を
カ
バ
ー
す
る
の
に
十
分

で
あ
る
こ
と
、
②
長
期
債
務
が
減
少

し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
が
、

こ
の
適
切
性
に
つ
い
て
は
あ
ら
た
め

て
市
中
に
コ
メ
ン
ト
を
求
め
て
い
る
。

⑷
株
式
、
劣
後
債
等
の
資
本
性
商
品

　

現
行
で
は
、
株
式
お
よ
び
金
融
機

関
発
行
の
劣
後
債
に
は
１
０
０
％
の

リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
、
事
業
法
人
発
行

の
劣
後
債
に
は
外
部
格
付
を
参
照
し

た
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
て

い
る
（
た
だ
し
、
金
融
機
関
発
行
の

株
式
・
劣
後
債
の
う
ち
、
意
図
的
な

相
互
持
合
い
や
10
％
超
出
資
等
に
対

し
て
は
、
資
本
控
除
ま
た
は
２
５
０

％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
）。

　

第
一
次
案
で
は
、
株
式
に
つ
い
て

は
、
内
部
格
付
手
法
に
お
け
る
簡
易

手
法
と
整
合
さ
せ
る
観
点
か
ら
、
上

場
株
３
０
０
％
、
非
上
場
株
４
０
０

％
、
劣
後
債
に
つ
い
て
は
２
５
０
％

と
い
う
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
提
案
さ

れ
て
い
た
。
そ
の
後
、
バ
ー
ゼ
ル
委

で
は
、
内
部
格
付
手
法
に
お
い
て
複

数
の
計
測
方
法
が
許
容
さ
れ
て
い
る

こ
と
や
Ｑ
Ｉ
Ｓ
の
結
果
な
ど
を
ふ
ま

え
、
資
本
賦
課
の
水
準
を
第
一
次
案

よ
り
も
引
き
下
げ
る
方
向
で
議
論
が

な
さ
れ
、
第
二
次
案
で
は
株
式
に
２

５
０
％
、
劣
後
債
に
１
５
０
％
の
リ

ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
す
る
こ
と
が

提
案
さ
れ
て
い
る
（
た
だ
し
、
意
図

的
な
相
互
持
合
い
等
の
取
扱
い
は
、

現
行
維
持
）。

〔図表４〕 特定貸付債権（無格付）のリスクウェイト
オブジェクト・ファイナンス
コモディティ・ファイナンス 120％

プロジェクト・ファイナンス 150％（運用段階前）
100％（運用段階）
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⑸
リ
テ
ー
ル
（
中
小
企
業
、
個
人
向

け
債
権
）

　

現
行
で
は
、
一
定
の
基
準
（
１
債

務
者
に
対
す
る
与
信
額
が
小
さ
く
、

か
つ
、
リ
テ
ー
ル
・
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ

オ
全
体
の
な
か
で
十
分
に
小
口
分
散

の
図
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
な

ど
）
を
満
た
す
場
合
に
は
、
75
％
の

リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
て
い

る
。

　

バ
ー
ゼ
ル
委
で
は
、
リ
ス
ク
感
応

度
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
担
保
や
収

入
、
残
存
期
間
な
ど
に
よ
っ
て
、
リ

テ
ー
ル
与
信
を
細
分
化
す
る
こ
と
が

検
討
さ
れ
て
き
た
が
、
検
討
の
結
果
、

適
切
な
リ
ス
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
を
特
定

す
る
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。
こ
の
た

め
、
基
本
的
に
現
行
の
取
扱
い
を
維

持
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

⑹
居
住
用
不
動
産
（
不
動
産
担
保
債

権
）

　

現
行
で
は
、
居
住
用
不
動
産
に
つ

い
て
、
担
保
に
よ
り
全
額
が
保
全
さ

れ
て
い
る
場
合
（
す
な
わ
ち
、
Ｌ
Ｔ

Ｖ
比
率
が
１
０
０
％
以
下
の
場
合
）、

一
律
35
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適

用
さ
れ
て
い
る
（
Ｌ
Ｔ
Ｖ
比
率
が
１

０
０
％
超
の
場
合
、
リ
テ
ー
ル
与
信

と
し
て
75
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を

適
用
）。

　

本
市
中
協
議
で
は
、
リ
ス
ク
感
応

度
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
①
一
定
の

要
件
（
借
手
の
支
払
能
力
の
評
価
、

担
保
の
性
質
・
実
効
性
、
適
切
な
手

続
）
を
満
た
す
場
合
、
Ｌ
Ｔ
Ｖ
の
水

準
を
参
照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を

決
定
す
る
こ
と
、
②
返
済
資
金
が
賃

貸
・
販
売
収
入
に
依
存
し
て
い
る
場

合
、
よ
り
保
守
的
な
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ

ト
を
適
用
す
る
こ
と
、
が
提
案
さ

れ
て
い
る
（
図
表
５
）。
後
者
に
は
、

ア
パ
ー
ト
ロ
ー
ン
な
ど
が
含
ま
れ
る

が
、
70
〜
１
２
０
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ

イ
ト
を
適
用
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

る
。

　

な
お
、
Ｌ
Ｔ
Ｖ
は
「
ロ
ー
ン
総
額

÷
担
保
価
値
」
に
よ
り
算
出
さ
れ
る

が
、
ロ
ー
ン
総
額
は
残
高
ベ
ー
ス
、

担
保
価
値
は
貸
出
時
の
計
数
と
さ
れ

て
い
る
。
た
だ
し
、
担
保
価
値
の
算

出
に
あ
た
り
、
各
国
当
局
は
市
場
価

格
の
下
落
を
反
映
す
る
よ
う
銀
行
に

〔図表５〕 居住用不動産（不動産担保債権）のリスクウェイト
A．一般債権

LTV ≤ 40％ 40％ <
LTV ≤ 60％

60％ <
LTV ≤ 80％

80％ <
LTV ≤ 90％

90％ <
LTV ≤ 100％ 100％ < LTV

25％ 30％ 35％ 45％ 55％ 債務者の RW

B．返済資金が不動産の賃貸・販売収入に依存している場合

LTV ≤ 60％ 60％ < LTV ≤ 80％ 80％ < LTV

70％ 90％ 120％

〔図表６〕 商業用不動産（不動産担保債権）のリスクウェイト
A．一般債権

LTV ≤ 60％ 60％ < LTV

債務者の RW（ただし、60％が上限） 債務者の RW

B．返済資金が不動産の賃貸・販売収入に依存している場合

LTV ≤ 60％ 60％ < LTV ≤ 80％ 80％ < LTV

80％ 100％ 130％
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求
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ

る
と
言
及
さ
れ
て
い
る
。

⑺
商
業
用
不
動
産
（
不
動

産
担
保
債
権
）

　

商
業
用
不
動
産
向
け
融

資
は
、
過
去
、
多
く
の
国

々
に
お
い
て
不
良
債
権
の

原
因
と
な
っ
て
き
た
こ

と
か
ら
、
現
行
で
は
、
担

保
の
水
準
に
か
か
わ
ら
ず
、

一
律
１
０
０
％
の
リ
ス
ク

ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
て

い
る
。
バ
ー
ゼ
ル
委
で
は
、

商
業
用
不
動
産
の
定
義
を

明
確
化
す
る
と
と
も
に
、

リ
ス
ク
感
応
度
を
高
め
る

観
点
か
ら
担
保
の
取
扱
い

が
あ
ら
た
め
て
検
討
さ
れ

て
き
た
。

　

本
市
中
協
議
で
は
、
商

業
用
不
動
産
を
「
居
住
用

不
動
産
で
は
な
い
不
動
産

に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
た
債

権
」
と
定
義
し
た
う
え
で
、

居
住
用
不
動
産
と
同
様
、

①
担
保
の
実
効
性
と
い
っ

た
諸
要
件
を
満
た
す
場
合
、
Ｌ
Ｔ
Ｖ

の
水
準
を
参
照
し
て
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ

ト
を
決
定
す
る
こ
と
、
②
返
済
資
金

が
賃
貸
・
販
売
収
入
に
依
存
し
て
い

る
場
合
、
よ
り
保
守
的
な
リ
ス
ク
ウ

ェ
イ
ト
を
適
用
す
る
こ
と
が
提
案
さ

れ
て
い
る
（
図
表
６
）。
こ
の
結
果
、

事
業
法
人
向
け
債
権
な
ど
で
あ
っ
て

も
保
守
的
な
不
動
産
担
保
（
Ｌ
Ｔ
Ｖ

比
率
60
％
以
下
）
が
あ
る
場
合
は
、

60
％
以
下
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適

用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

⑻
通
貨
ミ
ス
マ
ッ
チ

　

現
行
で
は
捕
捉
さ
れ
て
い
な
い

が
、
事
業
法
人
向
け
債
権
、
リ
テ
ー

ル
、
住
宅
ロ
ー
ン
に
つ
い
て
、
貸
出

金
と
債
務
者
の
収
入
に
通
貨
の
ミ
ス

マ
ッ
チ
が
あ
り
、
か
つ
、
ヘ
ッ
ジ
さ

れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
50
％
の
リ

ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
ア
ド
オ
ン
（
上
乗

せ
）
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る

（
た
だ
し
、
ア
ド
オ
ン
後
の
リ
ス
ク

ウ
ェ
イ
ト
の
最
大
値
は
１
５
０
％
）。

提
案
の
背
景
と
し
て
は
、
た
と
え
ば
、

金
利
水
準
の
高
い
東
欧
諸
国
に
お
い

て
、
住
宅
ロ
ー
ン
を
（
金
利
水
準
の

低
い
）
ス
イ
ス
フ
ラ
ン
建
て
で
借
り

る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
ス
イ
ス
フ
ラ
ン

が
高
騰
す
る
と
、
債
務
者
の
返
済
能

力
が
著
し
く
減
退
す
る
と
い
っ
た
こ

と
が
問
題
視
さ
れ
て
き
た
こ
と
が
あ

げ
ら
れ
る
。

　

本
論
点
は
、
第
一
次
案
に
も
含
ま

れ
て
い
た
が
、
市
中
か
ら
の
コ
メ
ン

ト
を
ふ
ま
え
、
事
業
法
人
向
け
債
権

も
対
象
と
す
る
こ
と
、
ま
た
、
ヘ
ッ

ジ
の
効
果
を
勘
案
す
る
こ
と
（
金
融

機
関
と
の
先
物
契
約
等
が
あ
る
場
合
、

貸
出
金
の
通
貨
と
マ
ッ
チ
す
る
送
金

・
輸
出
収
入
等
が
あ
る
場
合
）
が
提

案
さ
れ
て
い
る
。

⑼
オ
フ
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
取
引

　

オ
フ
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
取
引
に
は
、

想
定
元
本
額
に
掛
け
目
（
Ｃ
Ｃ
Ｆ
）

を
乗
じ
た
う
え
で
、
債
務
者
の
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
て
い
る
が
、

内
部
格
付
手
法
と
の
整
合
性
確
保
等

の
観
点
か
ら
、
掛
け
目
の
見
直
し
が

提
案
さ
れ
て
い
る
（
図
表
７
）。
大

き
な
変
更
と
な
る
の
は
、
任
意
の
時

期
に
無
条
件
で
取
消
可
能
な
コ
ミ
ッ

ト
メ
ン
ト
（
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
や

〔図表７〕 オフバランスシート取引の掛け目（CCF）

現　行 第一次案 第二次案 （参考）基礎的
内部格付手法

任意の時期に無条件で取
消可能なコミットメント 0％ 10％ ［10～20％］

※リテールのみ 0％

その他のコミットメント

20％（原契約
期間 1年未満）

50％（原契約
期間 1年超）

75％ ［50～75％］ 75％

NIF、RUF 50％ 75％ ［50～75％］ 75％

（注）　NIF（note issuance facilities）、RUF（revolving underwriting facilities）は、一定の枠内で証券を反復的に発行すること
により資金を調達する仕組みにおいて、銀行が一定の条件のもとで当該証券の買取等を約する取引。
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当
座
貸
越
の
貸
出
枠
等
）
の
取
扱
い

で
あ
る
が
、
取
引
先
の
信
用
力
が
悪

化
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
リ

ス
ク
管
理
能
力
や
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ

ン
上
の
問
題
が
あ
る
た
め
に
実
際
に

取
り
消
す
こ
と
は
困
難
な
の
で
は
な

い
か
、
実
際
に
取
り
消
さ
れ
る
ケ
ー

ス
は
契
約
上
な
ん
ら
か
の
条
件
が
あ

る
場
合
で
は
な
い
か
と
い
っ
た
見
方

か
ら
、
一
般
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
と

同
様
に
扱
う
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い

る
（
た
だ
し
、
リ
テ
ー
ル
向
け
に
つ

い
て
は
、
取
消
し
に
伴
う
制
約
が
比

較
的
少
な
い
と
の
見
方
か
ら
、
低
い

掛
け
目
を
適
用
す
る
こ
と
を
提
案
）。

な
お
、
掛
け
目
に
つ
い
て
は
、
Ｑ
Ｉ

Ｓ
に
よ
る
分
析
を
ふ
ま
え
る
必
要
が

あ
る
と
の
考
え
か
ら
、
幅
の
あ
る
水

準
が
示
さ
れ
て
い
る
。　

⑽
デ
フ
ォ
ル
ト
債
権
（
延
滞
債
権
）

　

現
行
で
は
、
90
日
超
延
滞
し
て
い

る
債
権
の
非
保
全
部
分
（
個
別
貸
倒

引
当
金
、
部
分
直
接
償
却
額
で
カ
バ

ー
さ
れ
て
い
な
い
部
分
）
に
対
し
て
、

保
全
率
に
応
じ
た
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト

（
50
〜
１
５
０
％
）
が
適
用
さ
れ
て

い
る
。

　

本
市
中
協
議
で
は
、
90
日
超
延
滞

し
て
い
る
か
、
債
務
者
に
よ
る
返
済

が
見
込
め
な
い
債
権
の
非
保
全
部
分

に
対
し
て
、
一
律
１
５
０
％
の
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
（
た
だ
し
、
一
般
の
住

宅
ロ
ー
ン
は
１
０
０
％
）
を
適
用
す

る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

今
後
の
プ
ロ
セ
ス

　

今
後
、
バ
ー
ゼ
ル
委
で
は
、
市
中

か
ら
の
コ
メ
ン
ト
お
よ
び
Ｑ
Ｉ
Ｓ
を

ふ
ま
え
た
再
検
討
が
行
わ
れ
、
16
年

末
を
メ
ド
に
規
則
文
書
を
最
終
化
す

る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
現
在
、

バ
ー
ゼ
ル
委
は
、
先
般
の
金
融
危
機

を
契
機
と
し
た
一
連
の
規
制
改
革
を

16
年
末
ま
で
に
最
終
化
す
る
こ
と

を
目
指
し
て
作
業
し
て
お
り
（
注
３
）、

今
後
、
本
件
に
つ
い
て
も
、
そ
う
し

た
改
革
全
体
の
一
つ
の
パ
ー
ツ
と
し

て
最
終
化
に
向
け
た
検
討
が
行
わ
れ

て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、
新
手
法
に
基
づ
く
規
制
の

具
体
的
な
適
用
時
期
は
未
定
で
あ
る

が
、
市
中
協
議
文
書
で
は
十
分
な
時

間
を
か
け
て
導
入
す
る
と
と
も
に
、

必
要
な
場
合
に
は
経
過
措
置
の
設
定

を
検
討
す
る
と
の
方
針
が
示
さ
れ
て

い
る
。

　

＊　

＊　

＊

　

標
準
的
手
法
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
地

域
、
規
模
の
金
融
機
関
に
利
用
さ
れ

る
手
法
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
簡
素
な

枠
組
み
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

一
方
、
資
本
フ
ロ
ア
の
参
照
基
準
と

し
て
も
利
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
内
部
格
付
手
法
を
採
用
す

る
金
融
機
関
に
と
っ
て
も
、
妥
当
性

の
あ
る
枠
組
み
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
う
し
た
将
来
の
標
準
的
手
法
に
求

め
ら
れ
る
簡
素
さ
と
リ
ス
ク
感
応
度

の
バ
ラ
ン
ス
の
問
題
は
、
今
後
も
市

中
か
ら
の
意
見
や
デ
ー
タ
分
析
の
結

果
を
ふ
ま
え
つ
つ
、
微
妙
な
舵
取
り

が
求
め
ら
れ
る
な
か
で
最
終
的
に
判

断
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
こ
う

し
た
検
討
に
お
い
て
、
規
制
見
直
し

の
趣
旨
を
ふ
ま
え
つ
つ
、
わ
が
国
の

実
情
に
も
沿
っ
た
合
理
的
で
現
実
的

な
見
直
し
と
な
る
よ
う
、
バ
ー
ゼ
ル

委
で
の
議
論
に
貢
献
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
い
る
。

（
注
）１　
た
と
え
ば
、「
格
付
機
関
格
付
へ
の

依
存
の
低
減
の
た
め
の
原
則
」（
10
年

10
月
、
金
融
安
定
理
事
会
：
Ｆ
Ｓ
Ｂ
）

２　
た
と
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
で
は
、
10

年
に
成
立
し
た
ド
ッ
ド
・
フ
ラ
ン
ク
法

に
お
い
て
、
法
令
か
ら
外
部
格
付
に
関

連
す
る
規
定
を
削
除
す
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
て
い
る
。

３　

B
asel C

om
m

ittee on B
ank-

ing S
upervision, "F

inalising 
post-crisis reform

s: an update 

― 
A

 report to G20 L
eaders" (N

o-
vem

ber 13, 2015)

あ
お
さ
き　

み
の
る

一
橋
大
学
法
学
部
卒
、
コ
ー
ネ
ル
大

学
法
科
大
学
院
修
了
。
01
年
財
務
省

入
省
。
08
〜
10
年
金
融
庁
に
て
バ
ー

ゼ
ル
委
の
交
渉
を
担
当
。
ス
タ
ン
フ

ォ
ー
ド
大
学
客
員
研
究
員
等
を
経

て
、
14
年
か
ら
現
職
。

し
も
だ　

な
お
と

一
橋
大
学
法
学
部
卒
。
92
年
日
本
銀

行
入
行
。
金
融
市
場
局
企
画
役
、
国

際
局
企
画
役
、
財
務
省
官
房
企
画
官

（
国
際
金
融
担
当
）、
日
本
銀
行
香

港
事
務
所
長
等
を
経
て
、
15
年
か
ら

現
職
。
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